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Ⅳ 健康・医療情報の分析と課題 
（健康・医療情報等のデータ分析から見えた内容） 

 
１ 平均寿命・平均自立期間・標準化死亡比 

（１）平均寿命・平均自立期間 

令和４年度発表（令和２年分）の平均寿命及び平均自立期間 18は、男性は県平均を上回 

っているが、女性は同程度である。（図㉗） 

経年比較では、男性は、平均寿命及び平均自立期間いずれも上昇傾向が見られるが、女

性は、平均寿命及び平均自立期間ともに横ばい傾向が続いている。（図㉘） 

 

   令和４年度発表（令和２年分）平均寿命・平均自立期間（県比較） 
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資料：県国保団体連合会「地域の分析レポート」 
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※ 誤差線は、「95％信頼区間」を表す。「95％信頼区間」とは、母集団（ここでは、袋井市民又は静岡県民） 

から無作為抽出を、例えば 100 回繰り返し、そのつど、信頼区間（母平均（ここでは、平均寿命又は平均自 

立期間の値）がその区間の範囲内に含まれると推定された区間のこと）を計算したところ、95％程度の頻度 

で、その区間の範囲内に母平均が含まれるということを指す。 

18「平均自立期間」 日常の動作に加え、食事や排せつ等の身の回りのことについても、部分的な介護が必要と

なる要介護２以上の介護認定を受けるまでの期間を、「健康」な状態の期間であると捉え、その認定を受ける

までの期間の平均値のことで、国民健康保険中央会から発表される。 

なお、県が発表している「お達者度」は、「65 歳以上の健康寿命」を表しており、県が独自で算出したもの 

ではあるが、平均自立期間から 65 年を差し引いた値に近いものとなっている。 
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※ 平均寿命及び平均自立期間の統計は、２年遅れで発表。 

図㉗ 

図㉘ 
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（２）標準化死亡比（図㉙） 

標準化死亡比（ＳＭＲ）19 は、総数では、県及び国平均比較で、男性は、県対比 97.2、 

 国対比 98.4 で下回っており、女性は、県対比 99.8、国対比 100.5 で同程度である。 

  また、疾病別の死亡者数において、生活習慣病で県及び国平均ともに 10 ポイント以上

上回っているのは、男性では「脳梗塞」、女性では「糖尿病」、「脳内出血」、「腎不全」で

ある。 

 

  標準化死亡比分析レーダーチャート（平成 28 年度から令和２年度までの５年間平均） 

 

 

 

 

 
 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
19「標準化死亡比（ＳＭＲ）」 基準死亡率（人口 10 万人あたりの死亡者数）を対象地域に当てはめた場合に、

計算により求められる死亡者数と実際の死亡者数を比較する指標。今回の場合、県及び国の基準を 100 とし

ており、標準化死亡比が 100 以上の場合は、県及び国平均よりも死亡率が高いと判断され、100 以下の場合

には、県及び国平均よりも死亡率が低いと判断される。 

男性 

 
女性 

資料：静岡県 

     は、国及び県平均よりも、

上回っている生活習慣病 

※ 同じ分類の中の疾病では、より細かい分類

の疾病名に   を付けている。 
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２ 医療費の分析 

（１）医療費のボリューム（経年比較・性年齢階級別等） 

ア 経年比較 

    本市医療費（歯科を除く）については、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症 

拡大による受診控え等により減少したが、令和３年度及び４年度には、受診控えの反 

動により増加している。一方、県の医療費は、令和３年度から令和４年度にかけて減 

少している。（図㉚） 

また、１人あたり医療費については、令和４年度では、県平均よりもやや低いが、 

   令和元年度対比での伸び率が、県平均が 6.0％であるのに対し、市は 12.2％であるこ 

   とから、医療費の増加傾向が県平均より高いことがわかる。（図㉛） 

 

   医療費の推移（県比較） 
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１人あたり医療費の推移（県比較）    
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資料：ＫＤＢシステム 
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図㉚ 

図㉛ 
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イ 男女別比較 

    男女別で医療費の傾向を比較すると、令和４年度では、男性が女性を約５億 3,100 

万円上回っている。（被険者数割合 男：50.5％、女 49.5％）（図㉜） 

また、被保険者 1,000 人あたりのレセプトの出現割合である受診率では、女性が男 

性を上回っているが、レセプト１件あたり医療費では、男性が女性を上回っている。 

（図㉝・図㉞） 

男性の医療機関への受診頻度がより少ない中で、男性のレセプト１件あたり医療費 

がより高く、それが１人あたり医療費の開きにつながっていることから、男性が女性 

よりも比較的症状が重症化した段階で、医療機関等に受診していることが考えられる。 

（図㉞・図㉟） 

 

     男女別の医療費の推移 
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男女別の１人あたり医療費の推移 
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資料：ＫＤＢシステム 
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図㉜ 

図㉝ 図㉞ 

図㉟ 

男女別のレセプト１件あたり医療費の推移 
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ウ 年齢階級別比較（図㊱） 

令和４年度における年齢階級別での医療費は、前期高齢者（65 歳から 74 歳までの 

被保険者）が 66.4％、特定健診の対象者である 40 歳以上が 92.7％を占めている。 

 このため、医療費適正化の観点からも、特定健診の積極的な受診勧奨が必要である。 

 

  年齢階級別の医療費の推移 
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93.1％ 92.7％ 

63.4％ 65.2％ 66.4％ 66.4％ 

35.7％ 39.6％ 40.0％ 41.2％ 

27.7％ 25.6％ 26.4％ 25.2％ 

29.1％ 27.0％ 26.7％ 26.3％ 

7.5％ 7.8％ 6.9％ 7.3％ 

※      は、40～74 歳、     は、前期高齢者を表す。黒字は、40～74 歳、赤字は、前期 

高齢者が占める割合。 資料：ＫＤＢシステム 

図㊱ 
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生活習慣病

（がん除く）

30.8％

悪性新生物（がん）

18.4％筋骨格系疾患

8.9％

精神疾患

6.4％

神経疾患

5.4％

消化器系疾患

5.0％

その他

25.1％

（２）疾病分類別の医療費 

  ア 疾病別の医療費比較（図㊲） 

  令和４年度の医療費のうち、「生活習慣病」（悪性新生物（がん）を除く）が、最も 

多く 30.8％を占めており、その総額は、約 17 億 8,306 万円である。 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

    
   【上記に含まれる主な生活習慣病】 

   腎不全、糖尿病、虚血性心疾患、脳血管疾患（脳梗塞、脳内出血、くも膜下出血等）、高血圧性疾 

患、脂質異常症 等 

 

   

イ 生活習慣病の医療費 

  （ア）生活習慣病の医療費の推移（図㊳） 

    令和元年度から令和４年度までの生活習慣病の医療費の経年推移は、ほぼ横ばいの 

傾向であり、４年間の平均金額は、約 18 億 2,200 万円である。 

 

   生活習慣病の医療費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度医療費疾病別割合 

資料：ＫＤＢシステム 
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図㊲ 
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  （イ）生活習慣病の疾病別の医療費傾向 

    生活習慣病の医療費において、最も多くの医療費を占める疾病は、「腎不全」であ 

り、次いで「糖尿病」、「脳血管疾患」が続いているが、この３疾病で、51.3％（約９ 

億 1,500 万円）を占めており、重点的な対策が必要である。（図㊴） 

 また、令和元年度から令和４年度までの平均金額では、「腎不全」が、約３億 8,600 

万円、「糖尿病」は、約３億 2,600 万円であり、同程度で推移している。（図㊵）加え 

て、「標準化死亡比」においても、特に女性で「腎不全」及び「糖尿病」の死亡率は、 

県及び全国平均を上回っている。（P.26 図㉙） 

 今後も引き続き、「腎不全」、「脳血管疾患」及び「虚血性心疾患」20を予防するため、 

起因となる糖尿病、高血圧性疾患、脂質異常症等の重症化予防を図っていくことが重 

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

   腎不全及び糖尿病の医療費の推移 
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令和４年度生活習慣病の医療費疾病別割合 

資料：ＫＤＢシステム 
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（千円） （千円） 

平均 

386,462 

平均 

326,127 

20「虚血性心疾患」 心臓の血液を送る血管（冠動脈）が狭くなったり、詰まったりすることにより、心臓に

十分に血液が行き渡らなくなる状態。冠動脈が狭くなり、血液の流れが少なくなる状態を「狭心症」、冠動脈

が詰まって、流れが途絶える状態を「心筋梗塞」といい、この２種類が主な疾病である。 

図㊴ 

図㊵ 
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（ウ）脳血管疾患の医療費等の傾向 

「脳血管疾患」の医療費の令和元年度から令和４年度までの平均金額は、約１億 

9,850 万円である。令和元年度から令和２年度にかけて急激に増加し、以後、同水準 

で推移しており、令和４年度では、令和元年度に比べ、約 5,130 万円増加している。 

増加の要因は、70歳から 74歳までの年齢階級で、約 3,850万円増加したためである。 

   また、要介護認定者の介護が必要となった原因疾患のうち、生活習慣病の中で該当 

者数が最も多いのが、「脳血管疾患」であり、要介護４及び５（寝たきりで日常生活 

全般で介助が必要な状態）において、有病率が高い傾向にある。（表⑭・表⑮） 

   なお、「標準化死亡比」においても、男性では「脳梗塞」、女性では「脳内出血」の 

死亡率が、県及び全国平均を上回っている。（P.26 図 29） 

このことから、「脳血管疾患」が被保険者の生活の質に著しい影響を与えているた 

め、対策を強化していく必要である。 

 

   脳血管疾患の年齢階級別医療費の傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

   （参考）本市の要介護度別の脳血管疾患有病率の推移 

 R1 R2 R3 R4 

要介護１ 24.8％ 24.2％ 22.9％ 23.9％ 

要介護２ 26.2％ 26.6％ 26.7％ 22.8％ 

要介護３ 24.1％ 27.2％ 27.8％ 22.4％ 

要介護４ 35.1％ 34.5％ 29.7％ 29.4％ 

要介護５ 30.2％ 33.0％ 32.1％ 37.6％ 

 

年度 第１位 第２位 第３位 

令和元年度 認知症 24.3％ 脳血管疾患 19.2％ 骨折・転倒 12.0％ 

令和４年度 認知症 23.6％ 脳血管疾患 19.0％ 骨折・転倒 13.0％ 

44,412 57,680 58,225 67,638 

43,385 
56,475 

79,430 
32,966 

62,638 

103,876 
86,200 

101,127 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

R1 R2 R3 R4

0～64歳 65～69歳 70～74歳（千円） 

150,435 

218,031 223,855 
201,731 

※ 介護に関する項目は、３年ごとの大規模調査時の調査項目であるため、大規模調査年である令和元 

年度及び令和４年度の結果のみ記載している。 

 

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」 

資料：ＫＤＢシステム 

（参考）要介護認定者における介護が必要となった主な原因（国全体） 

資料：ＫＤＢシステム 

平均 

198,513 

図㊶ 

表⑭ 

表⑮ 

（図㊶） 
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（３）後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用割合 

後発医薬品（ジェネリック医薬品）の使用割合は、年々増加傾向にあり、令和４年９月 

時点での使用割合は、83.0％である。 

国の目標値である 80.0％を、上回っている。 

 

（４）重複・頻回受診、重複服薬者割合 

 県国保団体連合会から送付された情報を基に対象者を抽出し、対象者に適正受診・適正 

服薬のための啓発資料を送付するとともに、レセプト情報を確認したうえで、訪問指導を 

実施した。 

その結果、令和４年度における被保険者に占める割合は、重複受診者が 0.97％、頻回受 

診者が 0.09％、重複服薬者が 0.53％であり、ほぼ横ばいで推移しており、増加が抑えら 

れている。 
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３ 特定健康診査・特定保健指導の分析 

（１）特定健康診査・特定保健指導の実施状況 

  ア 特定健康診査の実施状況（図㊷） 

 特定健診受診率の経年推移では、令和２年度及び３年度で受診率が低下し、令和４ 

年度で回復しているが、どの年齢階級も、受診率が高かった令和元年度には、達して 

おらず、特定健診の受診習慣を戻すには、中長期的な期間を要すると考えられる。 

 特に、令和４年度受診者の 86.1％を占めている 60 歳代及び 70 歳代では、男女と 

もに、令和元年度に比べて受診率が５ポイント前後低下しており、この年齢階級での 

受診率の変動が、受診率全体の減少に大きく影響を与えている。 

 なお、60 歳代は、自身の健康状態への関心が高く、生活習慣病の有病率も高い階級

であることから、今後は、若い世代への受診勧奨に加え、60 歳代を中心とした特定健

診の受診勧奨が重要である。 

 

       男女・年齢階級別の特定健診受診状況 

    令和４年度 
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219 

284 

899 

1,195 

577 

482 

416 

838 

903 

05001,0001,5002,0002,500

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

154 

236 

335 

886 

1,251 

377 

379 

366 

678 

1,023 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

144 

190 

204 

651 

1,158 

572 

546 

313 

773 

1,085 

05001,0001,5002,0002,500

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

    男性（受診率 41.6％）          女性（受診率 50.3％） 

2,243 

1,424 

517 

736 

716 

51.6％ 

45.7％ 

39.2％ 

25.8％ 

20.1％ 

2,274 

1,564 

701 

615 

531 

55.1％ 

56.3％ 

47.7％ 

38.4％ 

28.5％ 

対象者数 未受診者数 受診者数･受診率 受診者数･受診率 未受診者数 対象者数 

（人） （人） 

    男性（受診率 46.6％）          女性（受診率 55.0％） 

（人） （人） 

2,098 

1,737 

700 

701 

786 

2,107 

1,819 

913 

664 

583 

57.0％ 

51.8％ 

40.6％ 

31.2％ 

26.6％ 

60.0％ 

61.8％ 

52.7％ 

41.4％ 

34.6％ 

△5.4％ 

△6.1％ 

△1.4％ 

△5.4％ 

※ 赤字は、R4－R1 の受診率の経年変化。 

△6.5％ 

△4.9％ 

△5.5％ 

△5.0％ 

△3.0％ 

△6.1％ 

△5.0％ △4.7％ 

資料：法定報告 

60～69歳 

44.0％ 

△4.5％ 

60～69 歳 

48.5％ 

60～69歳 

53.9％ 

△4.8％ 

60～69 歳 

58.7％ 

図㊷ 
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積極的支援 動機付け支援

イ 特定保健指導の実施状況 

特定保健指導の指導方法別の実施率では、「積極的支援」及び「動機付け支援」と 

もに増加しているが、特に、「積極的支援」が平成 30 年度に比べ、令和４年度は、 

49.3 ポイント増加している。（図㊸・図㊹） 

また、「積極的支援」の次年度での指導状況を分析したところ、令和３年度の対象 

者の 38.6％が、「積極的支援」の対象から外れることができている。令和元年度及び 

令和２年度についても、同様の傾向が確認できることから、特定保健指導の実施が、 

次年度以降の検査数値の改善等に結び付いていると考えられる。（図㊺） 
 

指導実施者の指導方法別の推移      指導方法別の実施率の推移 
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積極的支援 動機付け支援（人） 

積極的支援実施者の次年度での

指導の状況 

資料：法定報告 

※ 市独自で集計。    は、次年度に積極的 

支援以外となった人。割合は、前年度積極的支 

援対象者に占める対象外となった人の割合。 

 指導実施者数が、法定報告の実施者数と異な 

るのは、年度内の国保脱退者への実施者を含む 

ため。 
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19
16
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21
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0
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R1→R2 R2→R3 R3→R4

積極的支援 動機付け支援
情報提供 国保脱退者等

360 
393 392 

（％） 

資料：法定報告 

（人） 

62 

25.8％ 48.6％ 38.6％ 

70 

57 

下表 

指導方法の判定基準は、下表のとおり。 

下表に当てはまらない場合、特定保健指導の対象外

となり、健診結果等の「情報提供」のみとなる。 

情報提供→動機付け支援→積極的支援の順で、より

重点的な対応となる。 

382 
430 

図㊸ 図㊹    

図㊺    
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（２）特定健診結果の状況（有所見率・健康状態） 

ア 糖尿病予備群者（HbA1c6.0～6.4％）の割合 

糖尿病予備群者の割合は、令和２年度に急激に減少しており、その後、徐々に増加

傾向にある。（図㊻）令和２年度の急激な減少については、令和元年度該当者の約３

割が、次年度の特定健診が未受診となったことが、要因の一つと考えられる。（図㊼） 

一方で、糖尿病予備群者の７割程度で、次年度には検査数値の改善又は現状維持に

つながっているため、特定健診受診を積極的に勧奨するとともに、保健指導を実施す

ることで、生活改善等に向けて取り組むことが重要である。（図㊼） 

 

糖尿病予備群の割合の推移（県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 高血圧症有病者（高血圧Ⅰ度以上の該当者）の割合（図㊽） 

高血圧症有病者 21の割合は、県平均より低いが、年々増加傾向である。 

持続的に高血圧の状態が続くと、脳血管疾患や心疾患等の危険性を高めることから、

保健指導等により、定期的な医療機関への受診につなげていく必要がある。 

 

高血圧症有病者の割合の推移（県比較）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21「高血圧症有病者」 次の３つの重症度に該当する高血圧性疾患の有病者。（降圧剤の服薬者を含む。） 

   高血圧Ⅰ度…血圧が収縮期血圧 140～159mmHg かつ／又は、拡張期血圧 90～99mmHg の軽症の状態。 

高血圧Ⅱ度…血圧が収縮期血圧 160～179mmHg かつ／又は、拡張期血圧 100～109mmHg の中等度の状態。 

高血圧Ⅲ度…血圧が収縮期血圧 180mHg 以上  かつ／又は、拡張期血圧 110mmHg 以上の重症の状態。 
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悪化 現状維持 改善 次年度未受診（人） 

1,061 

712 
655 

28.5％ 

24.2％ 15.3％ 

資料：県国保団体連合会「しずおか茶っとシステム」 

41.5 

45.1 
45.9 

49.2 48.6 

51.1 50.7 
52.1 

40.0

44.0

48.0

52.0

56.0

R1 R2 R3 R4

市 県（％） 

資料：県国保団体連合会「地域の分析レポート」 

63.7％ 
66.0％ 69.9％ 

※ 市独自で集計。赤字は、改善又は現状維持の割合、

黒字は、次年度未受診者の割合。 

糖尿病予備群者の次年度の検査数値の状況 図㊻    図㊼   

図㊽  
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ウ 高血圧予備群者の割合 

高血圧予備群者 22の割合は、県平均を上回っており、年々増加傾向である。（図㊾） 

予備群者のうち約２割は、次年度の健診で数値が悪化している傾向が確認できること 

から、継続的な健診受診を勧奨するとともに、予備群者の段階から塩分の摂り方の啓 

発や家庭での血圧の測定方法を指導していくことが重要である。（図㊿） 

 

高血圧予備群者の割合（県比較）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）質問票調査の状況（生活習慣） 

１回 30 分以上の運動習慣がない人の割合及び毎日間食の習慣がある人の割合について、 

いずれも県平均より高い状況である。運動習慣のない人は女性に多く、間食の習慣につい 

ては、男性と女性ともに多い傾向がみられている。（図 ・図 ） 

生活習慣病の重症化を防ぐため、保健指導等を通じて、個々の生活状況に応じた運動習 

 慣や正しい食習慣の啓発を行っていく必要がある。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ＫＤＢシステム 

22「高血圧予備群者」 血圧が収縮期血圧 130～139mmHg かつ／又は、拡張期血圧が 85～89mmHg の状態の人。 
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※ 正常高値者（収縮期血圧 120～129mmHg、拡張期 

血圧 80mmHg 未満）を含む。割合は、検査数値が悪 

化した人。 

の割合。 

1,342 1,343 
1,190 

17.8％ 16.1％ 23.9％ 

１回 30 分以上の運動習慣がな

い人の割合（県比較） 
毎日間食の習慣がある人の割合
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資料：ＫＤＢシステム 

R1～R4 平均県対比 

男 99.5、女 102.6 

R1～R4 平均県対比 

男 109.6、女 106.7 

資料：県国保団体連合会「地域の分析レポート」 

図㊾  高血圧予備群者等の次年度の検査数値の状況 図㊿  

図   図   
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４ レセプト・健診結果等を組み合わせた分析（図 ） 

令和４年度の主な生活習慣病のレセプト１件あたり医療費について、特定健診受診者と 

未受診者を比較したところ、受診者の方が、未受診者よりも医療費が低い傾向にあること 

がわかる。 

 さらに、重症化後の生活習慣病につながる基礎疾患の段階では、医療費の差は小さいが、 

症状が重症化した場合に、その差は格段に大きくなっている。 

そのため、特定健診を継続的に受診し、生活習慣病を早期に発見し、重症化予防を図っ 

ていく必要がある。 

 

   令和４年度特定健診受診者と未受診者の主な生活習慣病の１件あたり医療費の比較 
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資料：県国保団体連合会「しずおか茶っとシステム」 

△207,503 

△89,098 

△28,782 
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５ 介護費関係の分析 

（１）被保険者数、要支援・要介護認定者数及び認定率の状況 

65 歳以上の１号被保険者数は、年々増加しており、平成 30 年度に比べ、令和４年度は 

7.1％増加している。令和４年度の要支援・要介護認定率は 15.4％であり、県平均の 16.7％ 

よりも低くなっている。認定率は、15％前後で推移しており、ほぼ横ばいの状況である。 

また、１号被保険者の要支援・要介護認定者の人数も、年々増加しており、平成 30 年 

度に比べ、令和４年度は 10.1％増加している。（図 ）認定者数の増加率が、被保険者 

数の増加率を上回っている。 

 

１号被保険者数及び要支援・要介護認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）介護サービス等給付費の推移（図 ） 

  介護サービス等給付費は増加しており、平成 30 年度に比べ、令和４年度は約６億 4,500 

万円増加している。この最大の要因は、要支援及び要介護度の全てにおいて、認定者数が 

増加していることが考えられる。 

   介護サービス等給付費の推移 

 

 

 

 

 

資料：袋井市「市政報告書」 

（各年度３月 31 日現在） 
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（千円） 

図   

図   

図   

（図 ） 
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６ 健康課題の抽出 

（１）医療費の分析から見た健康課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）特定健康診査等の分析から見た健康課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

本市の医療費は、令和２年度からの新型コロナウイルス感染症拡大による受診控えか

らの反動により増加しているが、県においては、令和４年度に減少に転じている。 

また、１人あたり医療費の伸び率において、県平均を上回った。（P.27） 

「脳血管疾患」にかかる医療費が、生活習慣病の医療費において、「腎不全」及び「糖

尿病」に次ぎ、高い順で３番目となっている。「脳血管疾患」は、介護が必要となった原

因として、生活習慣病の中で最も多く、要介護４及び５の要介護認定者に多い傾向があ

り、生活の質に大きく影響を与えている。（P.31・32） 

男女比較では、男性の医療費が高く、特定健診の受診・未受診の比較では、未受診者

の医療費が高い傾向がある。このことから、症状の重症化後での医療機関への受診が、

医療費の増加につながっている要因の一つであるといえる。（P.28・38） 

生活習慣病の医療費が、医療費全体の３割を占めており、最も高い。その中でも、「腎

不全」及び「糖尿病」の割合が高い。（P.30・31） 

特定健診受診率が、令和３年度まで低下傾向が続いており、令和４年度は、回復に転

じたが、令和元年度の水準にまで達していない。今後は若い世代に加え、健康状態への

関心が高い 60 歳代を中心に、受診勧奨に力を入れていく必要がある。（P.18・34） 

メタボリックシンドローム該当者及び予備群者は、増加傾向であることから、予備群

者の段階から、運動習慣や食習慣の見直しの啓発を図っていく必要がある。（P.12） 

糖尿病要医療者（HbA1c6.5％以上）の該当率は、依然として県平均を上回ってい

る。新規国保加入の特定健診受診者の約１割は、すでに加入時点で要医療者であるこ

とから、重症化予防のために医療機関への定期受診と併せて、特定健診の受診を勧奨

し、保健指導を実施していく必要がある。（P.14） 

脂質異常症者（LDL コレステロール 120mg/dℓ 以上）の割合は、依然として県平

均を上回っており、動脈硬化を発症する要因となることから、保健指導による正しい食

習慣の啓発や医療機関への受診勧奨等を促していく必要がある。（P.16） 

高血圧症有病者の割合は、年々増加傾向であり、脳血管疾患や心疾患等の重症化予防

を図るため、医療機関の受診を促していく必要がある。 

高血圧予備群者の割合についても増加傾向であり、県平均を上回っていることから、

継続的に健診受診を促すとともに、塩分の摂り方や家庭での血圧の測定方法等を啓発し

ていく必要がある。（P.36・37） 


